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■ 交渉参加国

シンガポール（星）、ニュージーランド、ブルネイ、チリ、米国、オーストラリア、ペルー、

ベトナム、マレーシア

■ 経緯

○ 2002年、星、NZ、チリがAPECサミットの際に交渉開始。後にブルネイ参加。

（NZ政府は、APECにおける自由化を推進することがTPPの目的としている）

○ 2006年、星、ＮＺ、チリ、ブルネイの４カ国で発効（通称Ｐ４）。

（星は関税即時撤廃、NZは2015年、チリは2017年、ブルネイは2015年に全関税撤廃）

○ 2006年、米国（ブッシュ政権）がAPECワイドのFTA構想（FTAAP）を提唱。

（APECでは、長期的に研究していくことで合意）

○ 2008年、米国（ブッシュ政権）がTPPに全面的に交渉参加することを決定。

○ 2009年、オバマ政権が、APECサミットに合わせ、TPPへの交渉参加方針を表明。

○ 2010年3月、政府間交渉を開始（シンガポール、ニュージーランド、ブルネイ、 チリ、

米国、オーストラリア、ペルー、ベトナムの8カ国）。

○ 2010年10月、マレーシアが正式に政府間交渉参加。

■ 対象分野（以下分野でワーキンググループ設置）

市場アクセス、工業品、農業、繊維、TBT（貿易の技術的障害）、SPS（衛生植物検疫）、原

産地規則、税関協力、投資、サービス、金融、通信、電子商取引、政府調達、競争、知財、

労働、環境、キャパシテイビルデイング、救済措置
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TPPの政府間交渉と今後の予定
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■ これまでの交渉実績

○ 2010年3月、豪州（メルボルン）でTPP第1回政府間交渉。

・幅広い交渉対象分野で議論。

・参加国を拡大していくことについて議論。

○ 2010年6月、米国（サンフランシスコ）で第２回政府間交渉。

・既存FTAとの関係性などについて議論され、既存FTAは存続することを確認。

○ 2010年8月、ペルー（リマ）で会合。

・マレーシアの交渉参加が実質合意。

○ 2010年10月 ブルネイで第３回政府間交渉。

・マレーシアの交渉参加が正式に認められる。

■ 今後の交渉予定

○ 2010年12月、ＮＺ（オークランド）で第４回政府間交渉。

○ 2011年 2月、チリ（サンチャゴ）で第５回政府間交渉。

○ 2011年 3月、シンガポールで第6回政府間交渉。

○ 2011年 6月、ベトナムで第7回政府間交渉。

○ 2011年 9月、米国（サンフランシスコ）で第8回政府間交渉。

○ 2011年10月、ペルー（リマ）で第9回政府間交渉。
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平均関税の格差大きいTPP交渉参加国

～TPP交渉参加国と日本の平均関税率～
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（単位：％）

シンガ
ポール

ブルネ
イ

NZ チリ 米国 豪州 ペルー
ベトナ

ム
マレー
シア

単純平均MFN関税率 0.0 2.5 2.1 6.0 3.5 3.5 5.5 10.9 8.4 4.9

0.2 0.1 1.4 6.0 4.7 1.3 6.2 18.9 13.5 21.0

0.0 2.9 2.2 6.0 3.3 3.8 5.4 9.7 7.6 2.5

商品別 電気機器 0.0 14.3 2.6 6.0 1.7 3.2 3.1 10.9 4.3 0.2

テレビ 0.0 5.0 0.0 6.0 0～5 0～5 9.0 0～37 0～30 0.0

輸送機器 0.0 4.0 3.1 5.4 3.0 5.1 1.5 18.9 11.6 0.0

乗用車 0.0 0.0 0～10 6.0 2.5 5.0 9.0 10～83 0～35 0.0

化学品 0.0 0.5 0.8 6.0 2.8 1.8 3.1 4.2 2.9 2.2

繊維製品 0.0 0.9 1.9 6.0 8.0 6.8 13.1 10.0 10.3 5.5

非電気機器 0.0 7.1 3.0 6.0 1.2 3.1 0.8 4.0 3.6 0.0

農産品

鉱工業品
（非農産品）

〔注1〕テレビ、乗用車を除き、2009年の平均税率（ブルネイについては2008年）。テレビ（HS852871～73）、乗用車（HS8703）
は2010年10月時点の適用税率。
〔注2〕豪州の乗用車の関税は、中古車には5％＋12,000豪ドルの重量税が加算。
〔資料〕"World Tariff Profiles 2010"（WTO、UNCTAD、ITC）、"World Tariff"(FedEx Trade Networks)から作成

TPP交渉参加国
日本
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発効済みの二国間ＦＴＡも多数

～TPP交渉参加国の既存FTAとの関係～
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オブザーバー 備考

シンガポール NZ チリ ブルネイ 米国 豪州 ペルー ベトナム マレーシア カナダ 日本

シンガポール - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
交渉中

（二国間）
○

NZ ○ - ○ ○ 新規 ○ 新規 ○ ○

チリ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ 新規
合意済

（二国間）
○ ○

ブルネイ ○ ○ ○ - 新規 ○ 新規 ○ ○ ○

米国 ○ 新規 ○ 新規 - ○ ○ 新規 新規 ○

豪州 ○ ○ ○ ○ ○ - 新規 ○ ○
交渉中

（二国間）

ペルー ○ 新規 ○ 新規 ○ 新規 - 新規 新規 ○
交渉中

（二国間）

ベトナム ○ ○ 新規 ○ 新規 ○ 新規 - ○ ○

マレーシア ○ ○
合意済

（二国間）
○ 新規 ○ 新規 ○ - ○

ｵ
ﾌ
ﾞｻ

ﾞｰ
ﾊ

ﾞｰ

カナダ
交渉中

（二国間）
○ ○ ○ -

備
考 日本 ○ ○ ○

交渉中

（二国間）

交渉中

（二国間）
○ ○ -

FTA発効済み FTA署名済み（未発効） FTA交渉中

交
渉

参
加

国

交渉参加国

〔資料〕 各国政府資料から作成



APEC域内貿易総額の51％はFTA発効国間貿易（2009年）
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～APEC加盟国のFTA進捗状況～
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（単位：％）

シンガ
ポール

NZ チリ
ブルネ

イ
米国 豪州 ペルー

ベトナ
ム

マレー
シア

カナダ 日本 韓国 中国
フィリ
ピン

メキシ
コ

香港 台湾 タイ
インド
ネシア

ロシア
パプア
ニュー
ギニア

対域内
輸出／
域内貿
易総額

対FTA

発効済

み国輸

出／域

内貿易

総額

シンガポール - 0.0 0.0 0.0 0.5 0.3 0.0 0.2 0.8 0.1 0.3 0.3 0.7 0.1 0.0 0.8 0.1 0.3 0.7 0.0 0.0 5.4 4.3

NZ 0.0 - 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.3

チリ 0.0 0.0 - 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.8

ブルネイ 0.0 0.0 0.0 - 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.2 0.2

米国 0.6 0.1 0.2 0.0 - 0.5 0.1 0.1 0.3 5.4 1.4 0.8 1.9 0.2 3.4 0.6 0.4 0.2 0.1 0.1 0.0 16.4 10.4

豪州 0.1 0.2 0.0 0.0 0.2 - 0.0 0.0 0.1 0.0 0.8 0.3 0.9 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 3.1 0.7

ペルー 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 - 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.3

ベトナム 0.1 0.0 0.0 0.0 0.3 0.1 0.0 - 0.0 0.0 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.6

マレーシア 0.7 0.0 0.0 0.0 0.5 0.2 0.0 0.1 - 0.0 0.4 0.2 0.7 0.1 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.0 0.0 3.6 2.6

カナダ 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 - 0.2 0.1 0.3 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.2 6.4

日本 0.6 0.0 0.0 0.0 2.5 0.3 0.0 0.2 0.3 0.2 - 1.3 2.9 0.2 0.2 0.8 0.9 0.6 0.2 0.1 0.0 11.4 2.3

韓国 0.3 0.0 0.1 0.0 1.0 0.1 0.0 0.2 0.1 0.1 0.5 - 2.5 0.1 0.3 0.3 0.3 0.1 0.2 0.1 0.0 6.4 1.1

中国 0.8 0.1 0.1 0.0 5.9 0.5 0.1 0.4 0.5 0.5 2.6 1.4 - 0.2 0.3 4.4 0.6 0.4 0.4 0.5 0.0 19.7 7.4

フィリピン 0.1 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1 0.3 - 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.7

メキシコ 0.0 0.0 0.0 0.0 4.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.1 0.0 - 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.4 5.2

香港 0.1 0.0 0.0 0.0 1.0 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.4 0.1 4.3 0.1 0.0 - 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 6.6 4.3

台湾 0.2 0.0 0.0 0.0 0.6 0.1 0.0 0.2 0.1 0.0 0.4 0.2 1.4 0.1 0.0 0.8 - 0.1 0.1 0.0 0.0 4.4 0.0

タイ 0.2 0.0 0.0 0.0 0.4 0.2 0.0 0.1 0.2 0.0 0.4 0.1 0.4 0.1 0.0 0.3 0.1 - 0.1 0.0 0.0 2.7 1.9

インドネシア 0.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.5 0.2 0.3 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 - 0.0 0.0 2.3 1.7

ロシア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1 0.4 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 - 0.0 1.2 0.0

パプアニューギニア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 - 0.1 0.1

対域内輸入／域内
貿易総額

4.2 0.5 0.6 0.1 25.3 2.9 0.3 1.6 2.8 7.0 8.8 5.3 17.7 1.3 4.7 8.6 2.9 2.2 2.3 1.0 0.1 100.0 51.3

対FTA発効済み国輸

入／域内貿易総額
3.8 0.3 0.6 0.0 12.2 1.5 0.2 1.2 2.3 5.8 2.2 1.0 7.3 0.9 3.8 4.4 0.0 1.8 1.9 0.0 0.0 51.3

FTA発効済み FTA署名済み（未発効） FTA交渉中

〔注1〕数値はAPECの域内貿易総額に占める各国・地域間の貿易額の比率。
〔注2〕特定国間では二国間、多国間双方の枠組みでFTAを発効・署名・交渉しているものがあるため、発効済み等となっていても、二国間・多国間のいずれかで交渉などを行って
いる場合がある。
〔資料〕"Direction of Trade Statistics September 2010" (IMF)、台湾貿易統計、APEC、アジア開発銀行、ジェトロ、各国政府資料から作成

輸出国

輸入国



並走する４つの広域ＦＴＡ構想

～広域FTA構想の世界経済に占める位置付け（2009年）～
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（単位：％）

世界人口に占める構成比 67.3億人 31.2 49.2 40.4 7.4

世界経済に占める構成比 57.8兆ドル 21.4 25.6 55.1 27.7

日本との貿易額（往復） 1兆1,323億ドル 38.9 45.9 70.8 25.2

日本からの対外直接投資残高 7,404億ドル 19.4 25.3 59.8 40.6

〔注1〕各広域FTA構想の構成国・地域は以下の通り。
ASEAN+3：ASEAN、日本、中国、韓国。
ASEAN+6：ASEAN、日本、中国、韓国、豪州、NZ、インド。
APEC(FTAAP）：豪州、ブルネイ、カナダ、チリ、中国、香港、インドネシア、日本、韓国、マレーシア、メキシコ、NZ、パプアニューギニア、ペルー、フィリピン、
ロシア、シンガポール、台湾、タイ、米国、ベトナム。
環太平洋戦略経済連携協定（TPP）：米国、シンガポール、ブルネイ、NZ、チリ、豪州、ペルー、ベトナム、マレーシア。
〔注2〕世界経済は世界の名目GDP（市場為替レート換算のドルベース）。
〔注3〕日本の対外直接投資残高のうち、TPPは統計制約から米国、シンガポール、豪州、NZ、ベトナム、マレーシアの6カ国の計。APECはブルネイ、チリ、
パプアニューギニア、ペルーを除く。
〔注4〕世界人口は180カ国の計。
〔資料〕"World Economic Outlook October 2010"(IMF)、"Direction of Trade Statistics September 2010"（IMF)、「本邦対外資産負債残高統計」（財務省、
日本銀行）、「外国為替相場」（日本銀行）からジェトロ作成

ASEAN+3 ASEAN+6
APEC

（FTAAP）
TPP
（P9)
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日本の貿易構造とFTA
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～日本の貿易に占めるFTA対象国の比率（主要品目別、2009年）～
（単位：％）

メキシコ チリ ASEAN スイス インド GCC 豪州 ペルー 韓国 TPP ＥＵ 米国 中国

輸出 輸送機器 128,564 1.5 0.4 8.2 0.5 0.4 6.5 4.8 0.3 1.1 23.7 36.4 12.8 26.3 7.9

一般機械 101,968 1.0 0.1 14.8 0.1 1.7 3.2 1.6 0.1 7.4 30.0 26.4 15.7 18.1 19.0

電気機器 107,278 1.6 0.1 16.3 0.2 1.0 1.8 0.7 0.0 7.1 28.8 22.0 12.4 12.8 23.9

化学品 77,180 0.4 0.2 11.3 0.6 1.3 1.8 1.3 0.1 15.6 32.6 17.8 11.3 11.4 22.6

鉄鋼製品 38,915 2.1 0.1 20.6 0.0 2.5 3.0 1.2 0.1 21.2 51.0 15.1 3.6 5.8 24.3

輸出総額 580,465 1.2 0.2 13.9 1.1 1.1 3.0 2.1 0.1 8.1 30.8 25.7 12.5 16.1 18.9

輸入 鉱物性燃料 152,165 0.0 0.0 14.5 0.0 0.6 52.6 14.3 0.1 1.5 83.6 22.6 0.1 0.7 0.9

機械機器 147,204 0.8 0.0 15.1 1.5 0.1 0.0 0.1 0.0 6.5 24.1 24.5 13.9 17.1 35.4

食料品類 53,810 1.2 2.8 13.7 1.0 1.2 0.1 6.8 0.3 2.7 29.7 39.2 13.6 24.1 13.0

化学品 56,937 0.3 0.2 11.4 5.1 0.7 0.6 0.5 0.0 4.9 23.6 22.4 34.5 17.2 15.5

繊維製品 31,061 0.1 0.0 8.4 0.2 1.0 0.0 0.1 0.1 1.7 11.6 5.8 5.3 1.3 79.0

輸入総額 551,788 0.5 1.0 14.1 1.1 0.7 14.6 6.3 0.3 4.0 42.6 24.6 10.7 10.7 22.2

計
交渉候補

〔注1〕商品分類のHSコードは、輸送機器HS86～89、一般機械HS84、電気機器HS85、化学品HS28～40、鉄鋼製品HS72～73、鉱物性燃料
HS2701～2705、HS2708～2713、HS2715、機械機器HS84～91、食料品類HS1～24、繊維製品HS50～63。
〔注2〕TPPはシンガポール、ブルネイ、ニュージーランド、チリ、米国、豪州、ペルー、ベトナム、マレーシアの9カ国。
〔注3〕湾岸協力会議（GCC）：バーレーン、クウエート、オマーン、カタール、サウジアラビア、アラブ首長国連邦。
〔資料〕日本貿易統計から作成

発効・署名 交渉中
品別 世界

（100万ドル）
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